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１．研究背景  

近年、少子化や人口流出に伴い、集落自体の存続が

問題になる「限界集落」が増えている。平成 22 年以降

の５年間で、150 以上集落の消滅が確認さており、今後

10年以内に、さらに 570集落が消滅する恐れがある 1)。

こういった大規模の予測数に面し、消滅可能集落に向

けて居住地再編を図るが重要な課題となっている。 

行政は、こうした集落に対し、定住促進、誘導的集

団移転などの施策に取り組んでいる。ただし、それら

の施策の実行は移転意向を持つことを前提にしており、

高い定住意向を示す限界集落住民には効果は薄い。よ

り円滑に居住分布再編を推進するためには、限界集落

住民が転居しない要因、すなわち、居住要因を明らか

にする必要がある。 

そこで、本研究では、限界集落の住民を対象に、居

住意向の形成要因を明らかにする。その際、集落別の

特性に着目した居住要因の構造も明らかにする。 

２．既存研究 

一般に、「限界集落」とは高齢化率が 50%以上で、社

会的共同生活の維持が困難になっている集落を指す。

そこの住民を対象に居住要因を分析したものは少ない

が、概念的に近い過疎集落の住民を対象とした研究は

多い。例えば、有川らは居住継続意向モデルを構築し、

縁辺部住民では、中心部の生活利便性優先と異なり、

「地域への愛着」が最も重要な居住要因であることを

報告している 2)。山口ら（2007）は、農村集落住民の定

住人口数が住民間の信頼関係や地域活動と強い正の相

関を持つことを示した 3)。これらの研究は、いずれも居

住要因の一部に着目して居住意向を説明している。し

かし、居住意向は、居住地域のこのような社会的環境

のみによって決まるものではない。都市部の住民にみ

られるように、日常の利便性や教育水準などの物理的

環境要因の影響も考えられる。人々は、このような多

様な要因を、自身が置かれた状況（例えば、ライフス

テージや家族構成など）に基づいて勘案し、自己にと 

 

 

 

 

 

 

 

図-１ 居住の意思決定構造 

ってもっとも望ましい環境（主観的期待効用）を選択

すると考えられる。（図-１）しかし、そのような視点

から居住に関わる意思決定を検討した研究はほとんど

ない。また、研究対象とされている地域は、多くの場

合、農村部と都市部の一方であり、地域を越えて俯瞰

的に検討した研究もない。そこで、本研究では、都市

部と農村部の両地域を対象に、限界集落住民の居住要

因と居住の意思決定構造を明らかにする。 

3．居住要因の構成 

居住意思決定とは居住に関わる意思決定を指す。本

研究では、居住意思決定を説明するために、まずＫＪ

法を用いて、居住意向に影響する要因を整理した。従

来、都市経済学モデルに代表されるように、居住意思

決定は社会経済指標を用いて説明されてきた。しかし、

総合的に居住意思決定を説明するためには、社会経済

指標に加えて、心理変数も考慮する必要がある。 

そこで、本研究では、居住要因を客観的要因、主観

的要因、外部要因の３つに分類した。客観的要因は居

住者の経済状況やインフラ整備など、客観的な表現が

可能な居住要因を指す。このとき、客観的要因は、物

理的環境と社会的環境に分けられる。物理的環境は物

質的に構成される生活環境を指す。住宅から集落内外

の生活関連施設まで、交通利便性や集落景観を含めた

生活環境をその範囲とする。社会的環境は家族以外の

人間との間に形成される社会的関係を指す。本研究で

はコミュニティ活動の活発さ、質、開放度という３側

面から社会的環境を捉え、4 つに細分化した。
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図-２ 居住要因の構造図 

次に、主観的要因とは、愛着や価値観など、居住者

の内面にある心理的要因を指す。また、外部要因とは、

居住者の個人属性など、居住意思決定の際に、意思決

定者が置かれている状況を指す。これは、居住要因を

評価する際の評価軸として機能する。 

ところで、主観的要因と客観的要因は相互に影響を

及ぼし合う。客観的要因である社会的環境と物理的環

境は、主観的要因である場所愛着に影響を与える。ま

た、価値観とライフスタイルに着目した居住地選好研

究では、主観的要因が客観的要因に影響を及ぼすこと

が示唆されている。そのため、居住意向は主観的要因

と客観的要因からなると思われる。（図-２） 

４．地域特性別にみた限界集落の居住要因 

一言で限界集落と言っても、農村部のものと都市部

のものがあるため、その地域特性の差異により、居住

に関わる意思決定構造も異なると推測できる。また、

限界集落は、全般的に地域の居住機能が衰退傾向にあ

るため、そこの物理的環境が住民の居住ニーズを満た

すことは難しい。そこで、農村部と都市部を問わず、

限界集落の物理的環境の不十分さは、集落での居住意

向を低下させると思われる（仮説１）。 

また、既往研究では、限界集落では、社会的環境が

定住を促進することが示唆されている。例えば、農村

部の限界集落では、高いソーシャル・キャピタルが地

域の豊かさの一因として認識され、そこに居住するこ

との期待効用を高めていると考えられる。従って、農

村部の限界集落では、社会的環境が第一要因として居

住意向を促進すると言えよう（仮説２）。一方、都市部

では、他者とのつながりが弱いため、社会的環境その

ものが小さいと思われる（仮説３）。   

ところで、人間と地域を結ぶ情緒的な繋がりを表す

図-３ 本研究の仮説モデル 

場所愛着も限界集落の主たる居住要因である 4)。また、

地域への愛着は社会的環境の影響を非常に強く受ける 

ことも報告されている 5)。そこで、本稿では、農村部と

都市部を問わず、社会的環境由来の愛着が高いほど、

住民の定住意識が強いと考える（仮説４）。 

以上を整理すると、居住決定の構造は図-3 のように

なると考えられる。 

５．結論 

本研究では、居住要因の構造を考察した。また、限

界集落の間では共通する居住要因がみられる一方、都

市部と農村部の間では異なる居住要因があることも考

察した。特に客観的環境である社会的環境は、農村部

の集落住民の居住意向を向上させるが、都市部集落で

は低下要因となっていることを推測した。 

今後の研究は、都市部と農村部の集落住民を対象に

する質問紙調査へ進む。その際には、各居住要因に

関連する評価と住民の居住意向を把握することを目

的とする。場所愛着水準の測定も重要な項目として

加える。データ分析の際には、全体的な限界集落住

民の居住要因を明らかにした上で、地域特性別にみ

た社会的環境の機能を検討する。それらの結果から、

集落居住地の再編施策に資する知見を得る。 
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